



































































































































































































































































































































































（10）　Gabriel A. Almond, G. Bingham Powell, Jr.; Robert J. Mundt. Comparative






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































省市 団体数 省市 団体数
江西 3 河北 3
海南 2 四川 2
福建 9 甘肅 1
廣西 4 河南 1
廣東 20 陝西 1
上海 1 湖北 4
北京 1 湖南 2
天津 1 貴州 1
重慶 1 雲南 1
安徽 2 吉林 2
江蘇 17 遼寧 3
浙江 9 黑龍江 1


















































































































































名誉会長 陳雲林 国台辦 /主任




常務副会長 劉軍川 国台辦 /経済局副局長
常務副会長 林伯豐 台玻公司 /総経理 江蘇昆山（退任）
常務副会長 葉惠德 龍鳳食品 /董事長 上海（退任）
常務副会長 謝坤宗 寶樹堂製藥 /董事長 北京（現任）
常務副会長 郭山輝 台昇傢俱 /董事長 廣東東莞（現任）
常務副会長 何希灝 宏國電子 /董事長 福建漳州（現任）
常務副会長 黃明智 深圳系統電子 /董事長 廣東深圳（現任）













1 副会長 於日江 好友多量販店總裁
2 副会長 王克璋 山東濟南
3 副会長 劉璟芳 江蘇南通
4 副会長 孫芳山 陝西西安
5 副会長 孫佳鈞 江蘇無錫
6 副会長 莊福池 福建福州
7 副会長 余明進 湖北武漢
8 副会長 張文潭 浙江紹興
9 副会長 張發得 大陸国泰人寿総経理
10 副会長 張伊犁 山東荷澤
11 副会長 李茂盛 上海市
12 副会長 周榮昌 吉林長春
13 副会長 高錦樂 四川成都
14 副会長 黃維祝 江蘇蘇州
15 副会長 曾欽照 福建廈門
16 副会長 程豐原 廣東廣州
17 副会長 謝智通 浙江杭州
18 副会長 韓家辰 天津市









総顧問 鄭立中 国台辦 常務副主任
総顧問 李炳才 海峽兩岸關係協会 常務副会長
顧問 紀斌 全国台聯 副会長
顧問 穆紅玉 最高檢察院 法律政策研究室副主任
顧問 王東 中国国家発展改革委員会 国外資金利用司副司長
顧問 王鋼 公安部 港澳台事務辦公室副主任
顧問 張亞力 労働・社会保障部 国際合作司副司長
顧問 李志堅 国土資源部 港澳台事務辦公室主任
顧問 張守国 交通部 水運司副司長
顧問 衣雪青 信息産業部（情報産業） 政策法規司司長
顧問 薛亮 農業部 總經濟師
顧問 唐煒 商務部 台港澳司長
顧問 金琦 中国人民銀行 港澳台事務辦公室主任
顧問 汪東虹 海關総署（税関総署） 国際司副司長
顧問 呂海林 稅務総局 国際司巡視員
顧問 梁艾福 工商総局 外商投資企業註冊局副局長
顧問 劉兆彬 質檢総局 法規司司長
顧問 浦照洲 民航総局 台港澳辦公室任
顧問 謝世坤 証券監督管理委員会 国際部副主任
顧問 明霞 保険監督管理委員会 国際部副主任
顧問 周寧 国台辦 法規局局長
顧問 劉建 国台辦 投訴局副局長
顧問 張寧 台盟 中央聯絡部部長
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会、全国台湾連合、台湾連盟などの部門、団体が含まれる（表４参照）。
また、「台企聯」の組織の中にも、何名かの大物台湾企業化が顧問リス
トに名前を連ねている。たとえば、「商業総会」理事長・張平沼、「工業総
会」理事長・陳武雄、「工商協進会」理事長・黄茂雄、統一グループ総
裁・林蒼生、長栄グループ副総裁・林省三、裕隆グループ副董事長・厳凱
泰、元大証券グループ総裁・馬志玲、慶豊グループ董事長・黄世惠、新光
三越百貨董事長・呉東興、新光ホールディングス董事長・呉東進、国泰
ホールディングス総経理・黄調貴重、華新麗花董事長・焦佑倫、奇美電子
董事長・廖錦祥、寶成グループ董事長・蔡其建、潤泰グループ副董事長・
黃明端、旺旺グループ董事長・蔡衍明、金仁寶董事長・許勝雄等等。
経費の多寡は、往々にして会務の運営が順調に進むか否かに関係してく
る。よって、新しく成立した団体にとって相当重要である。ただ「台企
聯」は各地の「台資企業協会」を主体としていることは余りにも明らかで
あり、かつ自主的に成立された民間の組織である。このため、中国共産党
が直接介入したり、補助を与えたりすることは不便である。したがって、
入会費と年会費の討論は、協議に極めて長い時間をかけた。協議の結果、
最終的に会費は３年に１回納めることになった。そして、異なるレベルで
異なる会費を納めるものとした。ただ、会長が入会する場合は人民元180
万元を納めねばならず、しかも入会時に１回で払い込まなければならな
い。別途、常務副会長、副会長も、相当額を寄付しなければならない。初
歩的な予測によれば、理事全体が納めた会費について、第１回会費収入だ
けでも人民元１千万元を超える。
③　基本的な機能
「台資企業連合会」は中国の台湾企業総会に相当し、その組織の構造と
定款は、各地の「台資企業協会」のそれに類似する。主に各地の「台資企
業協会」の現職会長と、退任したキャリアのある前会長が当然理事を担当
し、さらに理事によって常務理事、会長、副会長などの主要な幹部を選出
する。総会の所在地は「北京中環假日酒店商務辦公大樓」であって、「國
台辦」に近い広安門南街にある。１年の家賃は100万人民元になる。
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基本的には、「台資企業連合会」の成立後の運営と機能についても、各
地の「台資企業協会」のそれから逸脱していない。会員間の親交を深め、
交流活動を行ない、会員に法律、法規関連の問い合わせサービスを提供
し、社会への参与を拡大し、さらに各種産業と、人と人とのネットワーク
サービスを整合する機能を有するとともに、以下の運営上の機能を強化さ
せている。
（イ）顧問団の活用によるサービスの範囲の拡大
「台資企業連合会」の中国顧問のリストには、税務、税関、公安、国
土、環境保全などの官庁の人士を含む。その目的は台湾企業が中国で、経
営上遭遇した問題を解決することにあり、これこそ「台資企業連合会」の
機能の大きさを測る目安となる。
「台資企業連合会」は、会長・張漢文によれば、国務院各部、委員、局
の多くの管理職が顧問を担当している。その成立目的は、「台湾企業に対
するサービスの面の拡張」を持って台湾企業の更に大きな権益を勝ち取る
ことにある。そして、将来は、地方の「台資企業協会」が解決できない問
題について、全国的な「台資企業連合会」によって解決することにある。
（ロ）中央政府各部委員と大規模国営企業、民間企業との架け橋の構築
通常、地域的な「台資企業協会」は、地方政府の官吏との良好な関係を
維持しているため、現地の台湾資本企業の面した難題、問題解決に協力す
ることができる。だが、中央政府の部クラスの事務となると、そのほとん
どはコミュニケーションを取ったり、意見を反映させたりすることができ
ない。「台資企業連合会」の成立は、互いの力不足を補いあうことができ
る。「台資企業連合会」の常務副会長・葉恵徳によれば、「台資企業連合
会」の成立は中央政府の各部、委員会との間の協力、コミュニケーション
を図るといった機能を有する。言い換えれば「新しい橋を三つ架けて、古
い橋を拡張する」方式の概括的な機能である。ここで言う三つの新しい橋
とは、一つには「台資企業協会」、台湾企業と中央政府との間のコミュニ
ケーションの架け橋を指す。その次の橋は、業界間のコミュニケーション
を図る機能を有する。即ち、「台資企業連合会」のプラット・ホームを介
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して、台湾企業と、中国の国営企業、民間企業との間の交流を促進する。
三つ目の橋は、中国社会の民衆との間の友好の橋である。葉恵徳によれ
ば、この三つの新しい橋を架けることによって、各地の台湾企業との間
で、互いに連絡を取り合っている「古い橋」を拡張、発展させ、地方の
「台資企業協会」の企業もさらに一歩進んで機能を発揮することができ
る。
（ハ）「国台辦」と顧問団の介在による中央政府の政策上の支持の獲得
「台資企業協会管理暫行辦法（台湾同胞が投資する企業による協会の管
理に係る暫定的実施方法）」によれば、「国台辦」は「台資企業連合会」の
業務にかかる主務官庁である。目下の「国台辦」主任・陳雲林と、経済局
局長・何世忠によれば、「台資企業連合会」の名誉会長と常務副会長（兼
秘書長）にそれぞれ就任して、実際に「台資企業連合会」の運営に参与し
ている。陳雲林は、「台資企業連合会」の招聘を請けて名誉会長に就任し
た後、今後は「台資企業連合会」に対して必要とする政策上の支持と保障
を提供すると表している（陳雲林の言は、台湾企業に対して更に多くの優
遇と許諾を与え、中、台の経済、貿易勾留に積極的に介入してこれらを操
作する意味を含む）。
註
（35）　張宇韶『理性、制度與結構 :胡錦濤對台政策的新制度主義分析』251頁（國
立政治大學博士論文、2009年）参照
（36）　張宇韶「中共十一五規劃下的對台政策」大陸工作簡報2006年５月行政院大
陸委員会網站 :http://www.mac.gov.tw/big5/mlpolicy/mwreport/95/9505.pdf
８　おわりに―政治に翻弄され変転しつつある台資企業協会の機能
本論文においては台資企業協会を経済的、社会的、政治的組織と見な
し、台資企業協会のシステム、過程、政策の機能について分析した。その
結果、台資企業協会が日増しに拡大している一種のコミュニティーである
ことに気付いた。それは、利益のためにサービスを提供する傾向にあり、
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自主的に彼らの影響力を発揮し、中国政府の台湾に対する政策に対しても
節制の力を発揮する役割を演じている。中国、台湾の経済交流が急速に発
展し、台資企業協会はある程度の潤滑剤の役割を演じている。多くのルー
トからの指摘によれば、「兩国論」事件によって引き起こされた両岸の緊
張、対峙の課程において、中国の沿海地区の一部の地方政府は自身の利益
を考慮し、内部に対して台湾への武力攻勢をしない立場を取り、積極的に
訴えたことがある
（絢）
。台資企業協会の政治的影響力は、ここからも窺うこと
ができる。
中国各地の台資企業協会は、現地政府の「國務院關於鼓勵台灣同胞投資
的規定（国務院による台湾同胞の投資を奨励する規定）」、「台灣同胞投資
保護法（台湾同胞投資保護法）」、「台灣同胞投資保護法實行細則（台湾同
胞投資保護法試行細則）」などの関連する規定によって設立され、「社会團
體登記管理條例（社会団体登記官吏条例）」にしたがって関連する業務活
動の範囲などを制定する。台資企業協会は過去十年来、台湾企業に対する
サービス、及び中国、台湾の連携にかなりの助力を与えてきた。中国で公
布された「台灣同胞投資企業協会管理暫行辦法（台湾同胞投資企業協会管
理暫定方法）」では、さらに一歩進んで協会の性質、会長の資格、審査の
手続き、活動の管理、経費の供給元と使用などについて具体的な規制を設
け、このような情況で発展してきた。さらに、「台灣同胞投資企業協会管
理暫行辦法」では、
「台湾地区から来訪する重要団体、要人を接待する場合は、予め所在地
の主務官庁に届けなければならない」
「成立大会、成立記念行事、慶祝行事などの重要な活動は主務官庁に届
けて認可を得なければならない」
「地区を跨いで行う活動は、主務官庁が上部の官庁に報告し認可を得な
ければならない」
などの規定を設けていている
（綾）
。
このため、台資企業協会は自主性の不足という課題に面し、これに挑戦
しなければならない。
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位置付けに関して、中国、台湾の関係が特殊であるが故に、「台灣同胞
投資企業協会管理暫行辦法」第11条第１項では特別に、
「台湾資本企業協会会長、副会長は一つの中国の原則を遵守し、国家の
統一を擁護しなければならない」
と規定している。
台資企業協会は中国政府の強烈な干渉に面している状況下にあって、台
湾企業に対するサービスを目標とした組織として、おそらく統一戦線の意
義を具える多元化した組織に向かって発展して行くであろう。その自主性
の変化についても注目に値する。
中国各地の台資企業協会会長、副会長などの指導者は、そのほとんどが
義務職である。実際に協会の会務の責を追うのは、多くの場合現地政府の
「台湾事務辦公室」の人員であって、通常、多くが同様に義務職である。
廈門台資企業協会を例に挙げると、廈門「台湾事務辦公室」は副主任件副
会長を派遣して協会の指導に参与させている。同時に秘書長に協力して秘
書部門の仕事を指導する副秘書長を派遣している
（鮎）
。協会が経費に限りがあ
り、人力にも限りがある状況下において、サービスの質と量は、通常会長
の指導の風格と幹部グループの協会の会務に打ち込む程度によって決定さ
れる。即ち、人治の色彩が濃く、制度の構築が難しい。同時に、中国に投
資する台湾企業はますます増え、協会でサービスを提供する台湾企業の数
も増加している。台資企業協会が、それぞれ異なる台湾企業のニーズに応
えることができるのか。これもまた、一種の挑戦である。そこで、「台資
企業連合会」という全国的な組織を成立させたことは、重大な意義を有す
る。
郭瑞華が文中で述べるように、台資企業協会の位置付けはかなり分岐し
ている
（或）
。一方では中国各地の台湾企業が自身で商業団体を組織し、他方で
は各地の台資企業協会設立の課程において、中国政府の各地の「台湾事務
辦公室」も積極的に介入し、会長、副会長の人選と定款の制定を指導して
いる。一部の会務を行う人員も現地の「台湾事務辦公室」から派遣され
る。だが、台資企業協会は台湾、中国の連動において重要な役割を担って
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いて、両岸の経済関係の正常は発展を促すのみならず、将来における両岸
の全体的な関係の改善に正面からの助力を与える。ただし、中国の政治的
局面の勢力変化には予測しがたいものがあり、台資企業協会は中国政府の
統制下にあり、かつ台湾政府の提供できる資源も不足しているといった情
況下で、如何にしてある程度の自主性を維持して行くのか、いかにして台
資企業協会の台湾企業に対するサービスの機能を強化するのか、如何にし
て台資企業協会と中国、台湾両政府の関係を高めて行くのか、これらは深
く検討するのに値する。
台資企業協会と「台資企業連合会」の将来の発展の方向性について、筆
者は次に掲げるようにアドバイスする。
（１）資源の動員による台資企業協会の健全な運営への協力
台湾海峡を挟む両岸政府は、既存の資源を整合して共同で台資企業協会
の健全な運営に協力し、台資企業協会の機能と組織の運営にある程度の大
きな自主的空間を与えるべきである。台資企業協会自身は、公正な態度に
則って両岸交流の事務を処理し、両岸政府のいずれもが信任できる仲介組
織となり、延いては両岸の連動の制度化に協力を提供すべきである。
（２）台資企業協会会務の電子化の強化による情報ネットワークの構築
経済史学者 Harold Imisによる「通信技術が経済成長を決定する」なる
史観から見れば、中国の台湾企業は、競争での郵政を確保するために、通
信技術の運用を強化して、情報伝達の速度や普及度を高め、これにより情
報を十分に掌握しなければならない
（粟）
。これに基づけば、台資企業協会会務
の電子化と通信ネットワークの構築は、すぐにでも取り組み、台資企業協
会会務の発展と、台湾企業のニーズとを合致させなければならない。この
ようにしてこそ、はじめて台湾企業の台資企業協会に参加する熱意が高ま
り、台湾企業の参与と協会会務の望みを拡大させることができる。協会を
維持して代表的な台湾企業の組織とすることによって、中国、台湾両政府
も亦重視するようになり、台資企業協会に対する過度の干渉と不当な制約
の程度を下げることができる。
（３）制度面からの台資企業協会の政策コミュニケーションの機能の強化
（521）
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中国、台湾両政府の連動の制度化達成には、なおもかなりの期間を要す
る。中国、台湾の政府をそれぞれ代表して対話の窓口となる団体の協議の
システムが回復される以前において、台資企業協会は関連する政策の議題
についてコミュニケーションを取る役割を演じることができる。目下両政
府が、台資企業協会の責任者と定期的に行っている友好座談会と会長会議
は、「両政府経済合作会議」の方向に向かって徐々に転換している。双方
の産業組織の代表と、政府の関連する官吏も同時に参加することができ、
両政府の関連する経済政策が確実に実施される以前において、先行して共
通の認識を打ちたて、双方とも利益が得られるようにし、中国、台湾の連
動を制度化の方向に発展させている。
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